
Society5.0時代の地方

【安定的な地方税財政基盤の確保】
・一般財源総額の確保 ・地方法人課税の偏在是正 ・地方行財政改革の推進

前提となる時代認識
Society5.0の到来 ／ 限界まで進んだ東京一極集中が孕むリスク、地方の疲弊 ／ 多発する災害

持続可能な地域社会の実現
～Society5.0の様々な可能性を活用する地域へ【地域力の強化】～

ICTプラットフォーム

Society5.0を支える技術

安心して暮らせる地域づくり

5G、光ファイバ、IoT
サイバーセキュリティ等

担い手の確保就業の場の確保

生活サービスの確保

＜遠隔医療＞＜自動翻訳＞

＜災害対応ﾛﾎﾞｯﾄ＞

【地域コミュニティの維持】

【地域の安心・安全の確保】

若者たちの「生活
環境を変えたい」
という意識の変化

資料
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「地域力」の強化（①地域コミュニティの維持）

○ 関係府省が連携して、就業の場の確保、担い手の確保、生活サービスの確保といった課題
に取り組んでいくことが重要。

○ 総務省としては、「総務省・地域力強化戦略本部」を設置して地域力強化に向けた取組を
推進するとともに、国民に向けた広報を展開。

○地域の強みを活かした「しごと」づくり
・「新技術×地域資源」による事業の支援
・地域の基幹産業の発展支援
・サテライトオフィスの推進

就業の場づくり

○「人生二毛作」の展開
・担い手不足に悩む地域ｺﾐｭﾆﾃｨ・地域産業と就職
希望者とのマッチング、地方公務員の人材活用

地域内外の人材の活躍促進
○「関係人口」の創出・拡大
・移住に至らない域外住民の地域への関与・関心を
創出・拡大する取組
※関係人口:定住人口でも交流人口でもない、地域と多様に

関わる人
○「地域おこし協力隊」の拡充

Society5.0に対応した自治体への転換

○AI等を用いたスマート自治体の全国展開

〔取組の例〕

地域におけるデータ利活用基盤の強化

：就業の場の確保 ：担い手の確保 ：生活サービスの確保

○５Ｇ・光ファイバ等の地域基盤整備
○IoTやAIなどデジタル技術の地域実装
○地域発のデータを駆使した課題解決や産業の創出
○ICTを活用した共生社会の実現
○ﾛｰｶﾙ局等による地域情報に関する番組の発信･海外展開
○ICTを活用した郵便局と自治体等の地域連携強化
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○ 持続可能な地域社会を実現する基盤として、多発する災害に備えた防災・減災対策をはじめ、
安心して暮らせる地域をつくる必要がある。

安心して暮らせる地域づくり（ハード）

○ 災害に対応できる人材の確保等
大規模災害の発生時において十分な職員派遣ができる体制の整備を推進
消防防災体制の充実強化





○ インフラの適正管理の推進
インフラの機能を適切に発揮できるよう、適正管理を推進

○ 地域社会の維持・再生
将来にわたり安心して暮らせる地域社会の維持・再生を図るため地方の自主的・主体的な取組を推進

安心して暮らせる地域づくり（ソフト）

「地域力」の強化（②地域の安心・安全の確保）

事業例：即効性のある小規模な河川改修
（整備前） （整備後）○ 災害の発生予防に資する防災インフラの整備

国でとりまとめる緊急対策に基づく事業とも
連携しつつ、地方団体が単独事業として実施する
河川、治山、ため池等の防災インフラの整備を推進
（地方財政措置の拡充を検討）


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「地域力」の強化（③安定的な地方税財政基盤の確保）
○ 持続可能な地域社会を実現するには、安定的な地方税財政基盤を確保することが不可欠。
このため、一般財源総額の確保、地方法人課税の偏在是正等に着実に取り組む。

一般財源総額の確保
○ 地方団体が自らの課題に自主的・主体的に取り組みつつ、安定的な財政運営を行えるよう、「新経済・財政
再生計画」を踏まえ、一般財源総額を確保。

○ 地方交付税について、財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう総額を適切に確保するとともに、
地方の財源不足を縮小し、臨時財政対策債に頼らない財務体質を目指す。

地方法人課税の偏在是正 地方行財政改革の推進
○ 本格的な人口減少社会を見据え、中長期の視点
も踏まえた地方行財政改革を推進。

地方公会計の活用、公営企業会計の適用拡大 等
<見える化の推進>

スマート自治体への転換 等
＜先進・優良事例の横展開＞

公共施設等の老朽化対策、水道・下水道の広域化 等
<効率化に資する賢い投資を推進>

【現状】
A市 B町 A市 B町

労働力制約の下でも

システム システム

AI・ロボティクスによる
自動処理など

情報システム等の
共通基盤（標準化）

職員による事務処理

重複投資をやめる

本来の機能を発揮

【スマート自治体】

カスタマイズ＝個別投資

スマート自治体への転換のイメージ

○ 都市も地方も持続可能な形で発展していくため
には、税源の偏在性が小さい地方税体系の構築が
必要。

○ 地方法人課税における税源の偏在を是正する
新たな措置について検討し、平成31年度税制改正
において結論。

＜地方法人課税に関する検討会 報告書のポイント＞
 地域間の財政力格差が拡大している状況等を
踏まえれば、新たな偏在是正措置が必要。

 新たな措置は、法人事業税を対象。
 譲与税化を基本として検討。
 偏在是正措置により生じる財源は、全額
地方のために活用。
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